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Abstract: This paper aims for constructing a database of small-area statistics about population census 

in six major cities of prewar Japan: Tokyo, Yokohama, Nagoya, Kyoto, Osaka and Kobe. While such 

database construction has been popular among the Europe and American scholarship in recent years, 

this is the first attempt of this kind in Japan. The basic spatial unit of the existing historical GIS 

database in Japan is large, most typically the size of municipality. Compared to that, this database 

includes the statistical data aggregated by small-area units as well as the boundary data corresponding 

to the spatial unit of the statistical data. While the statistical data is made by digitizing documents 

about population census which each local government created, the boundary data relies on large scale 

maps of the cities. This database contributes to the GIS analysis of modern cities in Japan. 
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1. はじめに 

 町丁目や大字，字など，市区町村よりも空間的に

小さな単位で集計された小地域統計は，分析におけ

る空間的な解像度をよりミクロにすることができ

るものであり，小地域単位の人口統計は，都市内の

ミクロな人口分布を分析するために必要不可欠で

ある（河邉, 1975）．本研究は，戦前の六大都市（東

京，横浜，名古屋，京都，大阪，神戸）における，

小地域人口統計に関するデータベースを構築する

ものである．また，小地域人口統計に対応する境界

データの整備も並行して行ない，小地域人口統計に

関する歴史的な GIS データベースの構築を目指す．

なお，本研究でデータベース化の対象とする小地域

人口統計とは，国勢調査を中心とした悉皆調査によ

る人口統計であり，住民基本台帳や戸籍などに基づ

くものは対象外とする． 

 1960 年の国勢調査において設定された人口集中

地区（DID）別集計は，日本における小地域統計の

全国的な整備への足がかりとなったものである（大

友，1976）．以後，国勢調査に関しては，調査区別

集計（1965 年開始），地域メッシュ統計（1965 年開

始）や国勢統計区別集計（1970 年開始），基本単位

区別集計（1990 年開始），町丁・字等別集計（1995

年開始）が作成されており，集計のための空間単位
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が徐々に小さくなっている． 

 一方で，1950 年代までの小地域人口統計の作成

状況は，これまで十分に明らかにはされていない．

しかし，既往研究では，1920 年の東京市に関する

もの（上野, 1981）や 1911 年の京都市に関するもの

（Kirimura, 2009）が利用されていることから，自治

体が独自に小地域人口統計を作成していたものと

考えられる． 

 それでは，日本では，小地域人口統計はいつごろ

から作成され始めたのであろうか．1900 年の世界

人口センサスへの勧誘以後，日本における国勢調査

の実施の機運が高まり，1902 年には「国勢調査ニ

関スル法律」が公布され，1905 年に第 1 回の国勢

調査が実施されることになった．しかし，政治的な

問題や日露戦争の勃発などにより延期になり，結局，

第 1 回の国勢調査は 1920 年に実施されている．た

だし，第 1 回の国勢調査の実施までに，台湾（1905

年，1910 年）や，東京市（1908 年），神戸市（1908

年），京都市（1911 年）などで，地域的な人口調査

が実施されている（泉, 1971）．これらの人口調査は，

国勢調査を意識した悉皆調査による人口調査の最

初期のものであるといえる．このうち，京都市が

1911 年に実施した臨時人口調査に関しては，町およ

び組（現在の元学区に相当し，おおよそ国勢統計区

と一致する）単位の統計表が作成されており（桐村

ほか, 2007），少なくとも地域的な人口調査が行なわ

れ始めた 1900 年代から，小地域人口統計が作成さ

れていたことがわかる． 

 1890 年代から 1900 年代にかけては，日清戦争後

の好景気を背景として，都市部，特に六大都市への

人口の集中が始まった時期である（伊藤, 2004）．

1900 年代以降の小地域人口統計に関するデータベ

ースを構築し，それらが利用可能になることで，急

速な都市化を経験したこの時期における，都市内部

のミクロな人口分布の変動を明らかにすることが

できる．また，東京市や横浜市に限れば，1923 年

に発生した関東大震災と都市化との関係も検討で

き，都市の発達と災害との関係を明らかにすること

も可能となろう．本研究では，1900 年代以降に作

成された小地域人口統計のうち，特に戦前（1940

年代初頭まで）における小地域人口統計を整理し，

そのデータベース化を図る． 

 小地域人口統計に限らず，過去の人口統計資料は，

近年，歴史地理学や歴史研究への GIS の応用を図る

Historical GIS のためのデータ基盤の一部として，デ

ータベース化が図られるようになってきた．例えば，

英 国 の 『 Great Britain Historical Geographical 

Information System (GBHGIS)』には，1801 年以降の

英国の国勢調査に関する統計データのデータベー

スが含まれている（Gregory, 2005）．また，これと

関連して，英国における郡や教区などの境界データ

は，『UKBORDERS』1)から利用可能である．米国の

『National Historical Geographic Information System 

(NHGIS)』では，1790 年以降の米国の国勢調査に関

する統計データがデータベース化されており，1910

年以降については，センサストラクト（国勢統計区）

単位の小地域人口統計および対応する境界データ

も提供されている（Fitch and Ruggles, 2003）．一方，

日本では，筑波大学村山研究室が徴発物件一覧表や，

1920 年，1930 年の国勢調査結果データの地図化が

可能なWebGISの構築や統計データの提供を行なっ

ており，市区町村単位の境界データも提供している

（村山・尾野, 1998; 渡邉ほか, 2008）．しかし，過

去の小地域人口統計の整備は，日本では具体的に進

められている例が少なく，本研究は，その本格的な

取り組みへの第 1 歩となるものである． 

 

2. 六大都市における小地域人口統計 

2.1 小地域人口統計の作成状況 

 戦前における小地域人口統計は，国勢調査や独自



の人口調査の結果等に基づき，自治体がそれぞれ作

成していたものと考えられる．そのため，作成され

る統計表の様式に関しても，多様なパターンが存在

するものと考えられる．そこで，データベースに採

録する小地域人口統計は，集計項目の数など，様式

には関係なく，集計のための空間単位が小地域であ

るものをすべて対象とする． 

 国勢調査および地域的な人口調査に関する小地

域人口統計の作成状況を，国立国会図書館や六大都

市の公共図書館，古書等において調査した結果が表

-1 である．収集した資料に限れば，小地域人口統計

は，国勢調査や人口調査等に関する報告書あるいは

その一部として刊行される場合と，市が編さんする

統計書に収録される場合の 2 種類に区別できる．多

くの場合は前者であり，市としての国勢調査に関す

る結果報告書の一部に小地域単位の統計表が掲載

されるものや，小地域単位の統計表単独で冊子とし

て刊行されるものがある．後者には，横浜市や神戸

市における国勢調査結果の一部が該当する． 

 六大都市のうち，東京市と京都市，神戸市では，

1920 年の国勢調査実施前に地域的な人口調査が実

施されており，それぞれに関する小地域人口統計の

存在を確認できた（図-1）．一方，1920 年以降の国

勢調査結果に関する小地域人口統計については，

1920 年および 1925 年の名古屋市と，1935 年の神戸

市，1940 年の各都市のものの現存が確認できない．

このうち 1940 年の国勢調査に関しては，日中戦争

の開始以降であり，戦時下において調査結果が秘密

にされた，あるいはそもそも報告書が刊行されなか

った可能性がある．一方，1920 年から 1935 年まで

の未確認の小地域人口統計については，作成状況に

 

図-1 1900 年代の小地域人口統計の例 

『神戸臨時市勢調査要計表』（神戸臨時市勢調査局，1909 年

発行，筆者所蔵）より一部抜粋． 

表-1 戦前の六大都市における小地域人口統計の作成状況 

東京市 横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市

1919年まで ○※1 × × ○※2 × ○※3

1920年 ○ ○ × ○ ○ ○

1925年 ○ ○ × ○ ○ ○

1930年 ○ ○ ○ ○ ○ ○

1935年 ○ ○ ○ ○ ○ ×

1940年 × × × × × ×

○は資料を発見できたもの，×は資料を発見できなかったもの．

1919年までの地域的な人口調査に関する調査の名称は以下のようになっている．

　※1：東京市市勢調査（1908年実施）

　※2：京都市臨時人口調査（1911年実施）

　※3：神戸臨時市勢調査（1908年実施）

1920年以降は国勢調査に関するものである．
 



関する調査を継続して行ない，資料の発見に努める． 

 

2.2 最小空間単位と利用可能な集計項目 

 六大都市の小地域人口統計における最小空間単

位は，名古屋市および京都市を除く大半のもので，

町丁目・字となっている（表-2）．京都市に関して

は，住所表記として用いられる空間単位としての

「丁目」は，当時から市域内にほとんどないため，

町・字単位は，実質的には他都市の町丁目・字と同

程度の詳細さをもつ空間単位である．一方，名古屋

市に関しては，当時から住所表記としての「丁目」

が存在することから，町丁目ほどの詳細さをもたな

い空間単位であると考えられる．町丁目や字以外の

空間単位として，1920 年の横浜市や，1920 年の京

都市などに関しては，調査区単位のものも確認でき

た．しかし，調査区単位の地図資料を確認できたの

は，1920 年の横浜市に関するもののみであり，調

査区別の集計結果を利用した分析を行なうのは実

質的に難しい． 

 一方，利用可能な集計項目に関しては，すべての

小地域人口統計において，人口総数，男性人口，女

性人口，世帯総数の 4 項目が利用可能である．しか

し，職業構成や年齢階級など，居住人口の詳細な社

会経済的特性を把握することのできる資料は少な

い．個々の小地域人口統計における集計項目の違い

については，やや煩雑であるため，別の機会で紹介

する． 

 このように，戦前の六大都市における小地域人口

統計では，最小空間単位の大きさは，多くの場合，

町丁目あるいは字単位であり，1995 年以降の国勢

調査で作成されている町丁・字等別集計と同程度の

詳細さをもっていると考えられる．一方で，利用可

能な集計項目については，人口総数などの基本的な

4 項目を除いては，経年的に連続して得られる項目

は少ない． 

 

3. データベースの構築 

3.1 小地域人口統計のデジタル化 

 小地域人口統計のデータベース化を図るために，

それぞれの小地域人口統計を，GIS で利用可能な形

式にデジタル化する． 

 まず，入手した資料をすべてスキャンし，PDF（画

像）として保存する．そして，GIS 上で利用可能な，

表形式の統計データを作成するために，主に OCR

ソフトウェアを利用する．ほとんどの資料は，アラ

ビア数字で数値が記載されており，OCR ソフトウ

ェアにより，容易に数値を取得することができる．

地域名や漢数字で記載された数値については，OCR

表-2 戦前の六大都市における小地域人口統計の最小空間単位 

東京市 横浜市 名古屋市 京都市 大阪市 神戸市

1919年まで 町丁目・字 × × 町・大字 × 町丁目・字

1920年 町丁目・字 町丁目・字 × 調査区 町丁目・字 町丁目・字

1925年 町丁目・字 町丁目・字 × 町・字 町丁目・字 町丁目・字

1930年 町丁目・字 町丁目・字 町・字 町・字 町丁目・字 町丁目・字

1935年 町丁目・字 町丁目・字 町・字 町・字 町丁目・字 ×

1940年 × × × × × ×

×は資料を発見できなかったもの．各都市，年次における調査の名称は，表-1と同一である．

「調査区」は最小の空間単位であるものの，対応する地図資料の入手が難しいことから，「町丁目・字」や「町・字」の資料が

発見できなかったものについてのみ「調査区」を最小空間単位とした．
 

 

 

 



ソフトウェアの精度があまり良好ではないため，手

作業によって入力する． 

 

3.2 対応する境界データの作成 

 小地域人口統計に対応する境界データの作成に

は，町丁目や字の境界が記載された地図資料が必要

である．町丁目や字の境界が記された，代表的な地

図資料としては，陸地測量部作成の旧 1 万分 1 地形

図や，旧都市計画法を背景に各都市が作成した

3,000 分 1 の地形図などがある．また，精度は劣る

ものの，市販の地図も境界データを作成するための

地図資料として用いることができる． 

 現在，立命館大学地理学教室および京都大学が所

蔵する『京都市都市計画図』（3,000 分の 1）と，横

浜市がウェブ上で公開している『横浜市三千分一地

形図』（3,000 分の 1）2)を利用して，1920 年代の京

都市および横浜市における境界データの作成に取

り組んでいる．また，旧 1万分 1地形図を利用して，

大阪市および神戸市に関する 1950 年代の境界デー

タを作成しており，これらをもとにして，戦前の境

界データを整備する．他の都市については，地図資

料の収集が済み次第，境界データの作成に着手する． 

 

3.3 データベースでの管理 

 表形式のデジタル化が完了した小地域人口統計

のデータを，データベース上で管理するために，メ

タデータを作成する．メタデータの作成により，

個々の統計データの管理が容易になるほか，将来的

にデータベースを公開した際に，必要なデータが探

しやすくなる利点もある． 

 メタデータは，国土地理院などが策定した JMP2.0

に準拠したものを当面は整備するが，NHGIS など

国外のデータベースとの連携を図りやすくするた

めに，他の形式についても今後検討する． 

 

4. おわりに 

 本研究では，戦前の六大都市における小地域人口

統計を収集し，そのデジタル化およびデータベース

化を試みた．このデータベースは，将来的には，一

般あるいは研究者向けに公開することを視野に入

れているが，その段階までには解決すべき課題が残

されている． 

 第 1 に，戦中から 1950 年代にかけての小地域人

口統計や，統計局による全国的な整備がなされ始め

た 1960 年代以降の小地域人口統計についても，デ

ータベースに加える必要があろう．1990 年代には，

基本単位区別集計や町丁・字等別集計が作成されて

おり，1900 年代から 1990 年代までの小地域人口統

計のデータベース化を図ることで，20 世紀の日本

の六大都市における都市内部のミクロな人口変動

の分析が可能になる．現在，戦中および戦後の資料

の収集およびデジタル化に取り組んでおり，2010

年度中には小地域人口統計のデジタル化作業を完

了させる予定である． 

 第 2 に，各年次の小地域人口統計に対応する，町

丁目や字単位の境界データの整備をさらに進めて

いく必要がある．すべての年次に対応する境界デー

タの整備は，地図資料の残存状況などから困難であ

るかもしれないが，極力，すべての統計データと対

応するように整備する． 

 今後，戦前，戦後を通した小地域人口統計データ

ベースの構築と，対応する境界データの整備を完了

させることで，GIS を利用した，近代以降の日本の

六大都市の発達過程に関する研究が進展すること

を期待する． 
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注 

1) http://edina.ac.uk/ukborders/ 

2) http://www.city.yokohama.jp/me/machi/kikaku/cityp

lan/gis/3000map.html 
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